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地方独立行政法人法地方独立行政法人法地方独立行政法人法地方独立行政法人法
第２８条 　地方独立行政法人は、設立団体の規則で定めるところにより、各事業年度における業務の実績について、評価委員会の評価を受けなけ
ればならない。
２ 　前項の評価は、当該事業年度における中期計画の実施状況の調査をし、及び分析をし、並びにこれらの調査及び分析の結果を考慮して当該
事業年度における業務の実績の全体について総合的な評定をして、行わなければならない。
３ 　評価委員会は、第一項の評価を行ったときは、遅滞なく、当該地方独立行政法人に対して、その評価の結果を通知しなければならない。この場
合において、評価委員会は、必要があると認めるときは、当該地方独立行政法人に対し、業務運営の改善その他の勧告をすることができる。
４ 　評価委員会は、前項の規定による通知を行ったときは、遅滞なく、その通知に係る事項（同項後段の規定による勧告をした場合にあっては、そ
の通知に係る事項及びその勧告の内容）を設立団体の長に報告するとともに、公表しなければならない。
５ 　設立団体の長は、前項の規定による報告を受けたときは、その旨を議会に報告しなければならない。

公立大学法人熊本県立大学公立大学法人熊本県立大学公立大学法人熊本県立大学公立大学法人熊本県立大学のののの業務運営並業務運営並業務運営並業務運営並びにびにびにびに財務及財務及財務及財務及びびびび会計会計会計会計にににに関関関関するするするする規則規則規則規則
第６条　法人は、法第28条第1項の規定により各事業年度における業務の実績について熊本県公立大学法人評価委員会条例(平成17年熊本県条
例第37号)第1条の熊本県公立大学法人評価委員会(以下「委員会」という。)の評価を受けようとするときは、前条第1項の年度計画に定めた事項ご
とにその実績を明らかにした報告書を当該事業年度の終了後3月以内に委員会に提出しなければならない。

業務実績評価業務実績評価業務実績評価業務実績評価のののの概要概要概要概要

(2) 検証
法28①②

(2) 評価
法28①②

・業務実績報告書を基に検証
・教育研究は、進捗状況等に対する特
記を行う。

【項目別評価】
・検証結果を踏まえ、大項目ごとに
（資料６－３参照）１から４の４段階
で評価
・教育研究は、特筆すべき点や改善す
べき点等を記載
【全体評価】
・項目別評価を踏まえ、総合的に評価
　　　　→業務実績評価書取りまとめ
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(1) 業務実績報告書提
出

規則§６

(3) 通知
  法§２８③

　　　　　(3) 公表
　　　　法§２８④

　　　　　(3) 報告
　　　　法§２８④


